
【情報に関する事項】  

論点Ⅰ  

国保連合会介護給付適正化システム活用例について   

「介護給付費適正化計画」に関する指針について   



【一倍報に関する事項】  

論点Ⅰ  

国保連合会介護給付適正化システム活用例（福祉用具貸与に関する部分）  

○ 福祉用具貸与章一覧表   

① 帳票説明  

福祉用具貸与真一覧表  

l伸湖畔軋郎柑1用  

00き」民朗ユ踪旺日某速色毒  

：ま土ゑ区  1サービス択供三月   Zl溌主相月  

連立蟻逐   全国ヰ均れ含  
甘言含   柑01以上  

言正巳i長∃   小道府県卑均割合  
甘．含   5飢以上   

卜J  

同一商品で利用者ごとに単位数が大きく異なるときは注意が  

必要である。  
また、単位数の平均からの帝離が大きい場合には、当該事業所  

の価格表の確認も必要である。  

② 適正化の視点等  

適正化の視点   福祉用具貸与に係る費用は、他の介護幸酬と異なり公定価格（単位数）が定められていない。よって、各事業所ごとに提供価格は異なるものとなる。  

基本的にその価格乱現に手長訊上用具貸与に要した費用の嶺および搬出入にかかる費用をもとに設定されるが、通常同一地域で各事業所に発生する費用  

を想定した場合、当該費用に大きな差異が発生することは考えにくい。にもかかわらず、同一商品における提供価格に平均からの大きな帝離が有る場  

合、意図的な価格調整が行われている可能性も考えられる。  

必ずしも価格のバラツキが不正に繋がるものとは言えないが、平均から帝離している原因を把握し、不公正な価格設定になってはいないことを確認す  

ることが必要である。   

発見の視点   全国平均単位数もしくは都道府県平均単位数から大きく帝離している場合   

不正が疑われる場合の対応例  当該事業所の用具ごとの価格表を確認   

：主意事項等   同一商品（同一商品コード）でも、付帯する備品等により複数の価格設定を行っている場合がある。   

出典：国民健廉保険中央会資料を基に加筆   



論点Ⅰ  
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各都道府県介護保険担当部（局）長 殿  

厚生労働省老健局総 務 課 長  

介護保険課長  

振 興 課 長  

老人保健課長  

「介護給付適正化計画」に関する指針について  

介護給付の適正化を図ることにより、利用者に対する適切な介護サービスを確  

保するとともに、不適正な給付が削減されることは、介護保険制度の信頼感を高  

めるとともに、少子高齢化が進展する中において、介護給付費や介護保険料の増  

大を抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度の構築に資するものである。   

今般、こうした介護給付の適正化について、都道府県と保険者が一体となって  

戦略的に取り組んでいくことを促進する観点から、別紙のとおり、「介護給付適正  

化計画」に関する指針を定めたので、各都道府県において「介護給付適正化計画」  

を策定し、介護給付適正化の一層の推進について御協力をお願いする。   

また、厚生労働省としても、「介護給付適正化計画」に係る必要な情報提供、全  

国会議の開催のほか、所要の財源措置などを通じて積極的に支援を行うこととし  

ている。   

なお、 
7 この通知は、地方仁＝台法（昭和22年法律第6号）第245条の4第  

1項に規定する技術的な助言にあたるものである。  
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「介護給付適正化計画」に関する指針（抜粋）  

第2 国が期待する実施目標及び事業内容等  

2．都道府県が行う適正化事業等について  

都道府県においては、指導・監査体制の充実など、指定権者と  

して都道府県における必要な取組の推進を図るとともに、保険者  

が実施する事業の支援等を的確に実施するようお願いする。  

～（略）～  

（2）保険者の実施する適正化事業のための支援並びに協力  

～（略）～  

ウ．国保連との積極的な連携  

効果的な事業の推進を図るため、都道府県が中心となって国  

保連と積極的な連携を図り、情報の共有を進めるとともに、小  

規模保険者等に対する支援方策についても検討する。  

～（略）～  

3．保険者が行う適正化事業について  

各保険者において、地域の実情に応じて以下の事業の推進を図  

ることとする。  

～（略）～  

（3）事業所のサービス提供体制及び介護報酬請求の適正化  

～（略）～  

オ．国保連介護給付適正化システムの活用  

給付実績を活用した情報を活用し、医療情報との突合及び縦  

覧点検の結果に基づく過誤調整等を実施する。  

4   



【情報に関する事項】  

論点 Ⅱ  

・利用者が適切な情報を得るための取組について   

・介護サービス情報の公表制度の仕組みについて   

・福祉用具情報システム及び介護保険対象福祉用具  

詳細情報の概要   



【情矧こ関する事碩】  

論点Ⅱ  利用者が適切な情報を得るための取組  
（福祉用異聞係）  

福彗苧浩明‡三戸ム  介護サービス情報の公表   
介護保険対象福祉用具詳細情報  

目 的  利用者の介護サービス事業所の選択（比較検  ■利用者の身体状況に合った適正な福祉用具の  l個々の身体状況等を考慮し、適切な福祉用  
討）を支援  選択を支援   具を選定・適合する観点から、ケアマネジ  

ヤー、福祉用具専門相談員等の相談援助業  
（注：事業所の評価、格付け、画一化を目的としない。）  務を支援   

実施方法  ・原則として全ての介護サービス事業所   ・メーカー、輸入車業者（任意）   ・介護実習・普及センター等（任意）  

・事業所が現に行っている事柄（事実）を年  ・福祉用具を扱うメーカー、輸入事業者が商  ・介護実習・普及センターが実際の利用事  
1回公表、事実確認が必要な情報は第三者  品名、販売価格、型番、メーカー名等の商  例を参考情報として登録  
（調査員）が調査  品の詳細を登録  ・利用事例に該当する福祉用具を福祉用具  

情報システムより引用  

・誰でも比較可能な客観的な情報を公表  ・福祉用具毎のスペックを公表  t福祉用具選定のポイントを公表   

公表内容  （福祉用具貸与の例）   t当該福祉用具の希望小売価格、外寸等の仕  ・利用者の状態像に応じて、選定・適合が  
○基本的な事実情報  様、当該福祉用具の特徴、企業情報 等   行われた事例（事例情報の知識共有）  
■事業所を運営する法人等に関する事項  
・介護サービスを利用するに当たっての利用  ※CCTAコード（※1）に基づき、介護保  ・種目毎に希望小売価格、種目特有の機能、  
料等に関する事項 等   険対象福祉用具（告示種目毎）、義肢・  外寸（cm単位）等、福祉用具に関する事項  

装具等に分類し、商品毎にTAISコード  
○客観的調査が必要な情報  （※2）を付与し公表  ・利用者の性別、要介護度等の基本属性、  
・福祉用具の適合状態等の質の確保のための  起居・移乗・移動動作等の身体状況、他  
取組の状況  に利用する福祉用具等の福祉用具選定の  
・福祉用具の使用状況の確認のための取組の  際の参考情報   

状況  等  

実施主体  各都道府県   （財）テクノエイド協会   同左   

情報総数  5，357事業所   573社、6，101点   約3，200事例  
（※3）福祉用具貸与事業所（H19．3末現在）   （H19．3末現在）   

受審義務  義務   任意   任意  

（介護保険法第115条の29）   （メーカー、輸入業者）   （ケアマネジャー等が入力）   

（※1）CCTAコード＝（財）テクノエイド協会が「ISO9999の福祉用具の分類と調和を図りつつ独立したもの」として制定した福祉用具の分類コード）  
（※2）TAISコード＝企業コード5桁と用具コード6桁からなる管理コード。（00000－0000000）  
（※3）福祉用具貸与は平成18年度より施行。特定福祉用具販売、介護予防福祉用具貸与及び特定介護予防福祉用具販売は、平成20年度施行予定   



【情報に関する事項】  

論点Ⅱ  

ビス情報の公表制度の仕組み  

ー」   



市田丁村、r「謹実習・普及t≡ニノクー、在宅介喜荘支援センター、訪問署≡笠ステーション、病院、特男り空整詮監老人打て－ム、  

社会才扁礼ヒ協≡義会、居宅介≡軽重援竃巨業者、居宅介芸琵サーヒごス事業者  

ケプフマネミノヤー、7ホームヘルノ〈－、福ネ止用具不日喜炎者（⊂）T・PT等）、千石ネ止用具の不り月］者及び介芸聖者  

福耳止月∃異L／ニノクルー販売事業者 等  

※（財）テクノエイド協会作成資料より抜粋   



【情報に関する事項】  

論点Ⅱ  

l ＿＿卓埜＿」  本システムの機能  

事例検索  事例情報の知識共有  

・身体状況が類似  

・介護者の状況が類似・・－・等  

の事例で使用されている用具・改修  

を参考情報として提供する   

利用者■家族  

⊂D  

ケアマネ  

福祉用具  

貸与事業所  
■・・    商品検索  個別商品の情報提供  

・身体寸法に対応した  

■必要な機能を備えた  ＝■等  

の条件に応じた商品情報を提供  

・商品を選択する際のアドハやィスを提供   介護・実習  

普及センター  

プランニング、・適合フ○ロセスを標準化   

※（株）三菱総合研究所作成資料を基に作成  



【給付方法に関する事項】  

論点Ⅲ  

福祉用具利用期間中における利用者の平均支払額等   

福祉用異種別ごとの利用期間  
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【給付方法に関する事項】  

論点Ⅲ  

◆福祉用旦貸与利用期間中における利用者の平均支払額等   
平均利用期間※1  平均貸与月蝕  貸与費用（円）  希望小売価格（円）※3   

用具種別   CCTAコード   CCTA名  
（ケ月）   （単位数）※2   

a  b  c＝aXbXlO  d   

1701   122103  介助用車いす   1 81，744   108．777   

牽いす  122106   後輪駆動式車いす   153   604   92．478   119．437  

1ZZlこぅ3  モジュラ尊いす   129   r〕11＝  0」J   1nRl仁∵7 】＼ノヽノ．1U／   1R「lR7り l）lJヽノ′■・・  

877   97．332   122190  姿勢変換機能付き牽いす  11．1  219．626  

122124   電動三輪車・電動四輪車   18．9   2．231   421．708   318．648  

13．4   2．097   280．984   12Z127  電動車いす  497．266  

1702幸いす付属品  14．1   208 _ 29，372   17．501  

122406   シート（座）・背もたれ・幸いす用パッド・クッション   14．0   31．649   22．148  

122489  その他の幸いす用品   111   157   26．800   13．874  

1703特殊寝台  181209   電動ギャッチベッド   17．0   1．006   170．967   305．835   

1704   180315  ベッド用テーブル   1♀阜   1嬰   20．869   34．415   

特殊寝台付属品  16．4   早軍   38，919   5乙211  

181227   ベッド用サイドレール．ベッド固定式起き上がり手   16．5   101   16．695   26．004  

180303   作業用テーブル   14．2   363  51．542   56．058  

181289   その他   13．4   1ヨ0   17446   21691  

1705   033306  禰瘡予防マットレス及びカバー   11．4   551   62829   89149   

床ずれ防止用具    特殊な裾瘡予防装置  11．9   747  164．743   

1▲706体位変換器  

1707手すリ  034806  平行棒・立位保持具   12・9   45   58．069   41．588  

し ゴヒ ー 、 Aむ   15，3   307   46，964   24．139  

1708スロープ  183015  携帯用スロープ   13・サ   665   89．092   78．893   

1709歩行器  器   12．1   254   30，767   18．048  

120606   歩行車   12．9   39   43，670   45．012  

1710歩行補助つえ  138   122   16．827   8，046   

1711排掴感知機器  

1712移動用リフト  123606  ム座式床走行リフト   10．1   1．361   137．494   385二167  

3．255   123612              住宅用設置型リフト  20．0  651051   458．111  

183006   段差解消機   17．9   2．279   407，982   491．084  

180912   起立・着座補助機構付き座t椅子   15．1   1．126   169．959   191．061   

※1．平成15年5月に利用を開始した利用者の平均利用期間（平成15年5月～平成18年4月審査分の介護給付費実態調査をもとに分析）。利用期間の定義は下記のとおり。  
・福祉用異種別はCCTA95コード（「ISO9999の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として（財）テクノエイド協会が制定した分類コード）に基づき分類したo   

よって、途中で別商品に借り換えを行った場合でも、同じCCTA95分規内の借り換えであれば、継続利用しているものとして集計している。  

・途中利用を中断していても、2006年3月までに再度同じCCTA95分短の商品の利用を開始している場合、途中中断していた期間も利用期間に含めて集計しているD  
※2＝平成17年4月～平成18年3月サービス提供分の平均価格（介護給付費実態調査から特別集計）。  
※3‥福祉用具情報システム（TAIS‥（財）テクノエイド協会が管理・運営）に登録されている個別福祉用具の価格情報I＝基づき、CCTA95の分類別に平均値を求めたもの0   



【給付方法に関する事項】  
論点Ⅲ  福祉用異種別ごとの利用期間  

○ 牽いす   

○ 幸いす付属品   

※1：平成15年5月～平成1j∋年4月審査分の介護給付費実態調査及び平成18年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査（（財）テクノエイド協会）結果  
を基に厚生労働省が作成。  
※2平成15年5月に利用を開始した利用者を対象とし、利用者数が100人以上の代表的な福祉用具を対象とした。  
※3・福祉用異種別はCCTA95コⅧド（「tSO9999の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として（財）テクノエイド協会が制定した分類コード）に基  
づき分類した。  
※4二利用期間が35ケ月以上の利用絹了音数については、月次推移が把握できていないため、除いている。  
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○ 特殊寝台  

○ 特殊寝台付属品  

○ 床ずれ防止用具  

※1・平成15年5月～平成18年4月審査分の介護給付費実態調査及び平成柑年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査（（財）テクノエイド協会）結果  
を基に厚生労働省が作成【．  
※2：平成15年5月に利用を開始した利用者を対象とし、利用者数が1DO人以上の代表的な福祉用具を対象とした。  
※3：福祉用具積別はCCTA95コード（r！SO9999の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として（財）テクノエイド協会が制定した分類コード）に基  
づき分類した。  
※4：利用期間が35ケ月以上の利用終了者故については、月次推移が把握できていないため、除いている。  
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○ 手すリ  

※1：平成15年5月～平成11ヨ年4月書査分の介護給付費実態調査及び平成18年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査（（財）テクノエイド協会）結果  

を基に厚生労働省が作成。  

※2：平成15年5月に利用を開始した利用者を対象とし、利用者数が100人以上の代表的な福祉用具を対象とした。  
※3・福祉用異種別はCCTA95コード（「［SO9999の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として（財）テクノエイド協会が制定した分類コード）に基  
づき分類した。  
※4一利用期間が35ケ月以上の利用終7音数については、月次推移が把握できていないため、除いている。  
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○ 歩行補助つえ  

○ 移動用リフト  

※1：平成15年5月～平成1ji年4月審査分の介護給付費実態調査及び平成18年度介護保険における福祉用具貸与の実態調査（（財）テクノエイド協会）結果  
を基に厚生労働省が作成。  
※2：平成15年5月に利用を開始した利用者を対象とし、利用者数が100人以上の代表的な福祉用具を対象とした。  
※3：福祉用異種別はCCTA95コード（「ISO9999の福祉用具分類との調和を図りつつ独立したもの」として（財）テクノエイド協会が制定した分類コード）に基  
づき分類した。  
※4：利用期間が35ケ月以上の利用終了者数については、月次推移が把握できていないため、除いている。  
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【サービスの質に関する事項】  

論点Ⅳ  

【その他】   

論点 Ⅷ  

介護支援専門員の研修体系について   

福祉用具専門相談員の状況について  
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【サービスの質に関する事項】  
論点Ⅳ  
【その他】  
論点Ⅷ  

○ 介護支援専門員の研修体系  

資格取得後の質の向上  資格の取得  

実
務
に
就
く
場
合
 
 

専門研修   

課程Ⅰ   

・就業後6月  

以上を目安  
に更新期限  
までに受講   

・保健、医療、  
福祉の知識  
や具体的な  
サービスと  
の連携等を  
学ぶ  

専門研修   

課程Ⅱ   

・就業後3年  

以上を目安   
に更新期阻   
までに受講   

・演習を中心  
に行い、専  
門的な知識・  
技能を深め   
る  

実務従事者  

基礎研修   

・就業後1年  

未満の者が  
対象   

・一定期間実  
務に従事し  
た後に、効  
果的に技能  
の定着を図   
る  

主任介護支援  

専門員研修課程   

実務経験が原則5年  

以上で、専門研修を  
修了した者が対象   

主任介護支援専門員  
として必要な知喜哉・  
技術を学ぶ（本研修  

を修了した者が主任  
介護支援専門員）  

実務研修   

・言式題英合格者  
が対象   

・本研修の修  
了者が介護  
支援専門員   
として登録  

＼  
更 新 ＼研 修  

実務従事者  

再研修   

・登録後、5年以上実務に就かなかった  
者が対象   

・内容は、実務研修と同様  

ヽl   
l  

l  

l  

l  

l  

1  

Ⅰ  

l  

l  

l  

」   

い福祉用具・住宅改修」3時間  

l  

l福祉用真一住宅改修関係の知識の向  

！上とその導入一活用の方法のための基  

本的な視点、福祉用具専門相談、供給  

i事業者等との連携方法、モニタリングの  
l方法について講議。  



【サービスの質に関する事項】  

論点Ⅳ  
【その他】  
論点ⅦⅠ  

○ 福祉用具専門相談員の状況について  

〔要件〕  

⑳介護福祉士、義肢装具士、保健師、看護師、準  

看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、  
ホームヘルパー2級以上などの資格取得者。  
⑳「福祉用具専門相談員指定講習」修了者。   

※福祉用具専門相談員の76％   

※講習修了者数104，228人（平成16年度末現在）  

平成15年度  

介護サービス施設・事業所調査より作成  〔福祉用具専門相談員指定講習について〕  

⑳都道府県指定の研修機関により実施される。  
⑬（平成17年12月現在：142講習会指定）  

⑳介護保険における福祉用具貸与・販売事業所  

の人員基準に定める福祉用具専門相談員の任  

用資格を取得するために必要な研修。  

⑳受講資格としての制限は無い。  

⑳講義と実技を含む全40時間を受講する。  

厚生労働大臣が定める講習の内容（時間数）  

老人保健福祉に関する基礎知識（2）  

関連領域に関する基礎知識（10）  

介護と福祉用具に関する知識（20）  

福祉用具の活用に関する実習（8）   



参考資料2  

第1回福祉用具における保険給付の在り方に関する検討会  

において配布した資料4の修正について   

平成19年9月3日に開催されました第1回福祉用具における保険   

給付の在り方に関する検討会で配布いたしました資料4「福祉用具の   

保健給付の在り方に関する改善のための論点」について、以下のと   

おり修正お願いいたします。  

・資料4の2ページ目   

（正）  

現行制度における課題  
i書からの抽出（※）  

報告書以外に参考とする資料（案）   

間が平均回収   ・全種目の平均回収期問、平均貸   刃 → た  平均貸与期    Eされ一回収期間は、車 が約47ケ月、特殊寝台が  期間を顕えて貸与される種 且 
＿蛙⊥貸与という給付方式  
になじまないのではない  
か。   

・全種目のメーカ岬希望小売価格   

必要と思われる。  

i書からの抽出（※）  

報告書以外に参考とする資料（案）   

平均回収期間が平均貸与  ・全種目の平均回収期問、平均貸  

宣された回収期間は、車 が約47ケ月、特殊寝台が       期間を超えて貸与される種 目は、貸与という給付方式  
になじまないのではない  

となるが、より詳細な分  一全種目のメーカー希望小売価格  

必要と思われる。  
か。   




